
北信地域障がい福祉自立支援協議会 議事録 
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部会名  令和６年度 第６回権利擁護部会 

会議で話し合われた事  

１ 開会 

  〇日常生活自立支援事業について 

・事業の歴史、現状、および適正化について） 

    長野県社会福祉協議会 主査 橋本 昌之 氏 

 

・適正化を踏まえた北信圏域の対応について 

   飯山市社会福祉協議会 地域福祉係長 西川 遼馬 氏 

北信圏域では、6 市町村の社会福祉協議会の担当者が連携し、対応している。制度の必要性や、事業の終

了を見据えた利用となっているかを確認しながら進めている。今回の適正化により契約更新ができないケ

ースについては、市町村ごとに対応が異なっており、独自事業で対応する自治体もあれば、他機関へ相談

機能を引き継ぐ自治体もある。圏域として課題と感じるのは、精神障がい者で浪費癖があるケースへの対

応や、施設入所者の金銭管理において事業の本来の目的とのずれが生じるケースである。 

また、新規の相談についても、利用目的や事業終了を見据えた上で、支援者間で確認しながら進めていき

たい。今後とも協力をお願いする。 

 

２ 会議事項 

（１） 長野県権利擁護部会の報告 

〇「障がい者虐待について障害者福祉施設等がとるべき対応フロー図」の改定について 

 

（２） 各 PJでの課題検討 

 ○研修・啓発 PJ 

  ・令和 6年度の振り返り 

今年度の部会内研修では、「身寄り問題」が課題となるケース検討会を実施した。アンケート結果からも

一定の評価を得ており、研修の継続が有意義であると確認された。そのため、来年度も引き続き同じテー

マを扱うことで合意した。 

また、寸劇についても今年度は 2回実施。来年度以降も依頼があれば対応していく方針とした。 

・令和 7年度について 

部会内研修について 

アンケートの内容から、「身寄り問題」の予防的な視点として、エンディングノートや ACP（人生会議）と

いったツールの学習会を求める意見があった。また、支援者自身が実体験できるようなグループワークの

企画についても要望が寄せられた。特に、エンディングノートや ACPの作成のタイミングや、実際のケー

スに当てはめて考える場が必要ではないかとの意見が出された。 

日常生活自立支援事業について 

適正化の動向に伴い、成年後見制度の利用に移行するケースが一定程度増えることが想定される。また、

新規の相談において日常生活自立支援事業の対象外となる場合の対応についても、成年後見制度の理解を

深める必要があるとの意見が出た。法定後見（後見・保佐・補助）や任意後見のそれぞれの役割について

整理し、特に補助については日常生活自立支援事業と重なる部分があるため、役割分担について確認を進

める必要がある。研修の実施を求める声もあり、権利擁護センターに依頼する案も挙がった。 

 

 

参加者所属機関名等 
北信保健福祉事務所福祉課、中野市福祉課障がい福祉係、中野市高齢者支援課、中野市社会福祉協議会、 

飯山市保健福祉課障がい福祉係、飯山市地域包括支援センター、飯山市社会福祉協議会、 

山ノ内町健康福祉課福祉係、山ノ内町健康福祉課介護支援係、山ノ内町社会福祉協議会、 

木島平村民生課健康福祉係、木島平村地域包括支援センター、木島平村社会福祉協議会、 

野沢温泉村民生課福祉係、野沢温泉村社会福祉協議会、栄村民生課健康支援係、栄村社会福祉協議会、 

ひまわり長野、リーガルサポートながの、ぱあとなあながの、北信圏域権利擁護センター、のぞみの郷高社、 

常岩の里ながみね、未来工房つむぎ、たむろ処、北信圏域障害者総合相談支援センター 

 

開催日時 令和７年 2月 5日（水）10：00~11：30 

本日のテーマ、課題等 
⓵長野県権利擁護部会の報告 ⓶各 PJでの課題検討 ⓷その他  



 差別・合理的配慮について 

今年度、合理的配慮が義務化されたことを受け、長野県庁の出前講座を利用した研修会の継続を見直すべ

きではないかという意見も上がった。 

 

○虐待予防 PJ 

・令和 6年度の振り返り 

地域向けのアンケートを実施した後に虐待防止研修会を開催できたことは、良い成果だったと考えられる。

一方で、参加していない事業所や関係機関への働きかけが重要であるとの意見も示された。 

・令和 7年度について 

今年度よりさらにステップアップした虐待防止研修を実施していく予定である。具体的な内容については来 

年度、詳細を検討する。 

 

○差別解消運営 PJ 

 ・令和 6年度の振り返り 

啓発紙の配布方法について検討を行い、各市町村にはメールと郵送で共有することとした。また、バス会社

には社内や会社事務所内に貼るなど、自由な形で活用してもらうよう依頼。 

・令和 7年度について 

第 5回部会終了後の差別解消支援地域協議会実務者会議で共有された、中野市の差別事例をもとに活動を行

う予定である。まずはアンケートなどを実施しながら進めていく。 

 

（４） その他 

  〇虐待予防 PJ主催の虐待防止研修会の映像を YouTubeにまとめたため、共有。 

 

 

３ 閉会 

 


